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図 2-7 日本上空における 1970～1985年（左）と 1986～2002年（右）のオゾン濃度の比較
(Naja and Akimoto,2004 , 海洋研究開発機構プレスリリース,2004)  
 

 

図 2-8 1970-1985年（破線）と 1986-2002年（実線）における中国・韓国などの汚染地域
を通過してきた気塊中のオゾン濃度の季節変化の比較（つくばと鹿児島上空 2.1km～4.3km
の平均）(Naja and Akimoto,2004) 
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次に、現状における東アジアからのオゾン濃度寄与量について、定量的に

研究した報告をみる。領域化学輸送モデルによる再現結果によれば、4 月は
東アジアからの前駆物質起源のオゾンが日本の中高緯度に輸送されており、

我が国における地表オゾンに対して月平均で 5～10 ppb程度の寄与がみられ、
5 月は高緯度への輸送が減る一方で中緯度では影響が大きくなり 10～20ppb
程度の寄与がみられる (Tanimoto et al.,2005, 国立環境研究所記者発
表,2005)。（図 2-9） 
図 2-9から、本州付近の 4月から 5月の月平均オゾン濃度に対して概ね 10

～20数％程度が東アジア起源であると考えられる。 

 

図 2-9 領域化学輸送モデルにより求めた 4月（上段）及び 5月（下段）の地表オゾンの濃
度分布（左列）及び中国・韓国からの前駆物質によるオゾンの生成量（右列）(国立環境研究
所記者発表,2005) 

 
このようなアジア大陸からの影響については、常に一定の量がある訳では

なく、日本に到達する気塊のルートにより変動がみられる。隠岐における後

方流跡線解析の結果からは、隠岐を通過する気塊は、東アジア大陸性地域汚

染気塊（WNW/W）、東アジア大陸性清浄気塊（N/NE）、海洋性気塊（Marine）
及び中間気塊（NW）に分けられ、隠岐におけるオゾン濃度の変動は、これ
らの気塊が日々交代するために発生している(Pochanart et al.,1999 , 2002 , 
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秋元,2003)。（図 2-10） 
また、沖縄では海洋性気塊の中でも人間活動等の影響を受けていない、隠

岐で観測されるものより清浄な気塊が捉えられ、利尻ではほとんど通年にわ

たって大陸性清浄気塊が捉えられるなど、緯度によって観測される気塊は大

きく異なるため、オゾン濃度変動の要因も地域によって相違がみられる

(Pochanart et al.,1999 , 2002 , 秋元,2003)。  

 

 
 

図 2-10 隠岐におけるトラジェクトリーのセクター分類(左)及び大陸性気塊カテゴリー別の
月平均オゾン濃度（右）（1994～1995年）(Pochanart et al.,1999) 
■：東アジア大陸性地域汚染気塊(WNW/W)、○：東アジア大陸性清浄気塊(N/NE)、□：地域汚染気
塊と清浄気塊の中間気塊（NW）、下部の実線は地域汚染気塊中と清浄気塊中のオゾン濃度の差 

 
 
全球モデルによる計算によれば、首都圏グリッド（180kmメッシュ）にお

けるオゾン（2～4月）に対する中国からの寄与濃度（12時から 16時までの
日中の１時間変化値）は 2～18 ppbの範囲で大きく変動する(Akimoto et al., 
2006)。 
 

オゾン濃度の将来予測に関する研究も近年活発に行われており、その中の

研究報告の一例を紹介する。 
[Ohara et al.,2007a]は、アジア域排出インベントリ『REAS』(Regional 

Emission Inventory in ASia)を開発し、アジア（東アジア、東南アジア、南
アジアを含む）における 2010年と 2020年の将来排出量を予測している。こ
の中で、中国については、将来のエネルギー消費と環境対策の動向を考慮し

て、現状推移型（燃料消費や環境対策が現状のまま推移し排出量が最も増加

するシナリオ。PFC：Policy Failure Case）、持続可能性追求型（エネルギー
対策や環境対策を適度に進めたシナリオ。排出量は 3種類のシナリオの中位。
REF：Reference Case）、対策強化型（エネルギー対策や環境対策を強力に進
めることにより排出量が最も少ないシナリオ。PSC：Policy Success Case）
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の 3 種類のシナリオを設定している。その他の国については、国際エネルギ
ー機関（IEA）のエネルギー需要予測（基準シナリオ）に基づく排出シナリ
オを設定している。REFのシナリオの場合、アジアの NOX排出量は 25.1Mt
（2000年）から 36.1Mt（2020年）まで増大する。（図 2-11） 
各シナリオでの 2020 年におけるオゾン年平均濃度の予測結果をみると、

PSC では日本は全域で 55ppb より低い濃度となっており、REF では北海道
や沖縄を除いた多くの地域で 50～57.5ppb程度、PFCではほとんどの地域が
年平均で 52.5～60ppbの濃度になると予測されている(Uno et al.,2007)。（図
2-12） 
また、このシナリオのうち中位の REFにおいて領域化学輸送モデルにより

再現した 2020年のオゾン濃度予測結果では、5～6月および 7～8月の日本域
の地表オゾン濃度は 20年の間に 2～5ppb増加する。特に 5～6月に、東北地
域北部を除く本州と四国・九州の北部で、オゾン濃度の 2ヶ月平均値が 65ppb
を超えることが予測されている(Yamaji et al.,2006b , 山地・秋元,2007)。 

 

 
図 2-11 2000 年、2010 年、2020 年のアジアにおける NOX（左）及び NMVOC（右）の排出
量の将来変化(Ohara et al.,2007a) 

 

 
図 2-12 3つのシナリオ（PSC：左、REF:中央、PFC：右）による 2020年の境界層オゾン（<2km）
の年平均濃度の分布(Uno et al.,2007) 



 
 

31 
 

２．２．３ 半球規模でのオゾンの輸送 
アジア・北米・ヨーロッパの間のオゾン輸送は、それぞれの大陸間で相違

がみられる。アジアからのオゾンの生成・輸送は上部対流圏で活発に起こる

ため、北半球全域に影響する。これに対し、ヨーロッパからアジアへのオゾ

ン輸送は境界層内部から下部対流圏で起こり、北米からヨーロッパへの輸送

は中部対流圏での輸送が主となっている(Wild and Akimoto,2001 , 秋元, 
2006)。（図 2-13） 

 

 

図 2-13 北米からヨーロッパへ、ヨーロッパからアジアへ、アジアから北米へ渡る大気汚染
物質の大陸間輸送の概念図(秋元,2006) 

 
第 1 章で示したように、北半球の様々な地域でバックグラウンドオゾン濃
度は増加傾向となっているが、[TF HTAP,2007]では、この増加の一つの要因
としてアジアにおけるオゾンの前駆物質排出量の増加が考えられるとしてい

る。アジアでみられるような急速なオゾン前駆物質排出量の増加は、地域ス

ケールのみならず、半球スケールにも多大な影響を与えるものと思われる。 
大陸間輸送に関するソース・リセプター関係（発生源地域とその影響を受

ける地域の関係）を研究した論文等は数多く報告されており、そのうち被影

響地域がアジアまたは日本に関するものをみると、ヨーロッパ及び北米から

東アジアに対して数 ppbの寄与があり(TF HTAP,2007)、ヨーロッパから我が
国への寄与も 0.2～2.5ppb あるとの研究成果がある(Wild et al.,2004)。（表
2-1） 
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表 2-1 ヨーロッパ及び北米からの東アジアへの地表オゾン寄与量(TF HTAP,2007 より被影響
地域がアジアのみ抜粋) 

被影響地域 発生源地域 オゾン寄与量(ppb) 参考文献 

アジア ヨーロッパ 1.1 Wild and Akimoto,2001 

東アジア ヨーロッパ 3（昼間平均：春季） Liu et al., 2002 

日本 ヨーロッパ 0.2-2.5 Wild et al., 2004 

東シベリア 

（1997-99） 
ヨーロッパ 

2（年平均） 

3（春季-夏季） 
Pochanart et al., 2003 

アジア 米国 0.8 Wild and Akimoto,2001 

 
全球モデルを用いたタグ付きトレーサー実験の結果、ヨーロッパから鹿児

島の境界層オゾンへの影響は 4月に 2～2.5 ppb程度、北米からの影響は 4月
に 1～2 ppb 程度となっており、夏季には影響が低くなっている(Sudo and 
Akimoto,2007)。また、八方におけるモデル計算の結果でも、ヨーロッパ及び
北米の影響は冬季から春季に大きくなり、夏季に低くなっていた(Wild et 
al.,2004)。（図 2-14） 

 
図 2-14 八方におけるヨーロッパ及び北米からのオゾン影響濃度の季節変化(Wild et 
al.,2004) 

 
東アジア（八方、Mondy）をヨーロッパの遠隔地域（Arosa、Mace Head）

と比較すると、秋季・冬季で約 5ppb、春季には 10 ppb程度オゾンの濃度が
高くなっているが、このうち 4 割程度は中央アジア付近での成層圏オゾン降
下によるものであり、残りがユーラシア大陸や自由対流圏からの輸送による

ものである(Akimoto et al.,2004 , Wild et al.,2004)。（図 2-15） 
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図 2-15 東アジアとヨーロッパのバックグラウンドオゾン濃度の観測値の比較(Akimoto et 
al.,2004) 

 
隠岐などの我が国自身の大気汚染物質放出による直接的影響をほとんど受

けていないと思われる離島においても、春季のオゾン濃度は月平均で 55～60 
ppb に達している。（図 1-11 参照）春季のオゾンに及ぼす影響については、
これまでの様々なモデル計算と観測データ解析によれば、成層圏オゾン降下、

大陸内越境輸送及び大陸間輸送の寄与がそれぞれおおよそ 15 ppb（図 2-19
及び図 2-21参照）、15 ppb（図 2-9及び図 2-10参照）及び 5 ppb（図 2-14
及び図 2-21 参照）程度と推定できるが、これらを合わせても 40ppb 以下に
しかならず、観測される濃度を説明できない。このようなことから、これま

で考慮されてこなかったヨーロッパ・北米・東アジア以外の地域からの影響

も大きい可能性が示唆される(Pochanart et al.,1999 , 2002 , Sudo and 
Akimoto,2007 , Tanimoto et al.,2005 , Wild et al.,2004 , 秋元,2006)。  

 



 
 

34 
 

２．３ 光化学オキシダントの前駆物質（NOX及び VOC）との関係 
光化学オキシダントは大気中の NOXや VOCが太陽光（特に紫外線）を受

けて、光化学反応によって生成される。光化学オキシダントの前駆物質であ

る NOX等の濃度は第 1章で示したとおり、排出量削減対策の効果を反映して
近年減少傾向を示しているにも関わらず、光化学オキシダントの濃度は上昇

傾向となっている。 
光化学オキシダントの生成量は、NOX及び NMHC の濃度に対して複雑な

応答を示すことが知られており、首都圏における解析結果によれば、NMHC 
/NOX比（ppmC/ppm）が 6以上の場合に高濃度出現割合が増加していること
が報告されている。1996 年以降は首都圏における NMHC /NOX比が増加し

ていることが高濃度オキシダントの出現頻度を高めている可能性もあり、首

都圏における光化学オキシダント濃度の削減には NOX削減とともに VOCの
排出削減が必要であることが考えられる(東京都,2005 , 東京都環境局環境改
善部,2005)。（図 2-16） 

 

 
図 2-16 NMHC/NOX濃度比とオキシダント最高値の出現割合との関係（1977～2002 年 4
～9月）(東京都,2005 , 東京都環境局環境改善部,2005) 

 
このように、首都圏などでは NMHC /NOX比の減少が高濃度オキシダント

の出現頻度の削減に効果を持つ可能性があるが、図 2-17に示す全国の測定局
における NMHC/NOX比の長期的な減少傾向と、近年の全国的な光化学オキ

シダント年平均濃度の上昇トレンドには明確な関係がみられない。したがっ

て、近年の全国的な光化学オキシダント年平均濃度の長期的上昇が、

NMHC/NOX 比の変化によってもたらされている可能性はないものと考えら

れる。 
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図 2-17 全国の継続測定局における NMHC/NOX比（ppmC/ppm）の経年変化（全日・昼間（5
～20時）・夜間（20～翌 5時）別の全国平均値）(大原編,2007) 

 
NMHC 成分の組成についてみると、1992 年度と 2003 年度を比較すると

NMHCの濃度は減少しているが、NMHCの 23成分の組成が変化していると
の調査結果がある。この比較結果では、反応性ポテンシャル※は約 40％減少
しており、NMHCの組成変化が近年の光化学オキシダント濃度の上昇に与え
る影響は少ないものと思われる  (東京都 ,2005 , 東京都環境局環境改善
部,2005)。ただし、この調査には光化学オキシダント生成能が大きいアルデ
ヒド類は含まれていないことに留意する必要がある(竹内ほか,2006 , 星ほ
か,2005)。 

 
※反応性ポテンシャル 

反応性ポテンシャルとは、炭化水素のオゾン生成に関する指標である。ＮＯｘは紫外線を受け

て炭化水素と反応しオゾンを生成するが、炭化水素の種類や量によりオゾンの生成速度や生成量

は異なる。このため、ここではこのように炭化水素の反応性が異なることを考慮し、各炭化水素

成分 i とＯＨラジカルとの反応速度定数ｋi に着目し、環境大気中各炭化水素成分の濃度Ｃi と
ｋiとの積（Ｃi×ｋi ）の和を反応性ポテンシャルと定義した。 

 
アルデヒド類については、アルデヒド類濃度と光化学オキシダント濃度の

経時変化が類似していることや、夜間上空に残存しているアルデヒド類等の

二次生成物により、光化学オキシダント濃度がより早い時刻に上昇すること

がある(Wakamatsu et al.,1990 , 1999 , 竹内ほか,2006 , 若松,2007)。  
大気中 OH ラジカルの反応性の実測結果と約 70 種類の化学種から見積も

った反応性の比較では、冬季は比較的よい一致を示したが、それ以外の季節

では、反応性のうち 2～3割が未知の反応相手によるものであることが明らか
になり、それは大気中で生成する二次的な化学物質である可能性が示唆され

ている。（梶井ほか,2006） 
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VOCには人為由来だけではなく植物由来のものも多く含まれているが、植
物起源の VOC の中には、イソプレンのように OH ラジカルとの反応性が高
いものも含まれるのでオゾン生成に大きな役割を果たしている可能性がある。

全国では VOC の総排出量に対して植物起源の排出量は 40％程度と大きな割
合を占めているのに対し、東京や大阪などの都市域では 3～4％程度と少ない
が、このような都市域においても植物起源の VOCによるオゾン生成への寄与
には注意をする必要がある(産業技術総合研究所,2007)。 
光化学オキシダントの前駆物質についてはアルデヒド類や植物由来 VOC

の影響、OH ラジカルの挙動など未解明の部分も多く、更なる知見の集積が

必要といえる。 
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２．４ 気象状況の変化との関係 
紫外線量が増加すると光化学反応が進み、光化学オキシダント濃度が上昇

する可能性がある。つくばの観測結果によれば、1990 年～2000 年で紫外域
日射量の年平均値は約 10％増加しており、光化学オキシダント濃度上昇の一
因となっている可能性は否定できないが、その定量的な評価はなされていな

い(大原,2003)。 
また、気温との関係については、暖候期の光化学オキシダント高濃度発生

頻度と日最高気温平均値の間に正の相関関係があるという報告があるが

(Wakamatsu et al.,1996)、実際の観測結果では、気温と光化学オキシダント
濃度の変動傾向は一致していない(大原・坂田,2003)。 
天気図を用いた判定では、1990年前後より 2000年前後には夏季に高気圧

圏内に入る日が増加しており、好天日の増加は平均気温の上昇や期間積算紫

外線量の増加につながり、光化学オキシダント高濃度増加の一因となった可

能性もある(吉門,2004)。（図 2-18）  

なお、ヒートアイランドによる高温が光化学オキシダント濃度に与える影

響についても、[吉門,2004]を始めとして多くの研究が進められているが、現
在のところ、その影響については不明である。 

 

 
図 2-18 9時の天気図により関東地方を高気圧下、低気圧下で分類した結果 
（6～8月：下段のパターン及び数値は光化学オキシダント高濃度日※の日数）(吉門,2004) 

※光化学オキシダント高濃度日とは、ここでは昼間に 120ppb以上が 2時間以上続いた日と定義している。 
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２．５ 成層圏オゾン降下との関係 
春季に成層圏から対流圏へのオゾン降下の寄与が大きくなることが知られ

ており(Wakamatsu et al.,1989)、全球化学輸送モデルによる解析結果では、
札幌や鹿児島の境界層のオゾンに対し成層圏から輸送されたオゾン濃度は春

季に高く、夏季に低くなる変動を示しており、4月の月平均値で 10ppb程度
となっている(Sudo and Akimoto,2007)。（図 2-19） 

 

 
図 2-19 観測及び計算によるオゾン濃度の季節変化（左列：札幌、右列：鹿児島） 
STRAT：成層圏由来、POLTD：汚染地域由来、REMOT：清浄地域由来(Sudo and Akimoto,2007) 

 
このように、成層圏オゾンの降下はオゾン濃度の季節変動や地域における

濃度差に寄与するが、後方流跡線解析やオゾンゾンデ観測の結果からは、成

層圏オゾンによる対流圏オゾン年平均濃度レベルの長期的上昇に及ぼす影響

はみられない(気象庁,2007 , 大原編,2007)。（図 2-20）  
 

 
図 2-20 つくばのオゾンゾンデ観測による 1970年以降の 700 hPaにおけるオゾン分圧（mPa）
の経年変化(気象庁,2007) 
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２．６ 高濃度日における各要因の解析 
これまでの研究成果から、我が国における光化学オキシダントの濃度は、

国内の局地汚染由来の他、アジア大陸からの大気汚染物質の大陸内越境輸送

や、ヨーロッパ、北米からの大陸間輸送、成層圏由来の影響を受けているこ

とが分かっている。これらの寄与割合が変わることで日々の濃度変化が生じ、

様々な要因の光化学オキシダントの高濃度日が現れることが報告されている。

このような要因解析の例を下記に紹介する。 
 
1996年4月の八方における観測結果及び化学輸送モデルによる計算の結果、

北米及びヨーロッパの影響は 1～3ppb 程度で変動が小さいが、東アジア（2
～20ppb程度）及び日本由来(1～35ppb程度)の影響は変動が大きく、影響要
因の寄与割合では成層圏、東アジア及び日本由来の影響が同程度の日や（4
月 7 日）、日本由来の影響が非常に大きい日（4 月 25 日頃）が存在している
(Wild et al , 2004)。（図 2-21） 

 
図 2-21 1996年 4月の八方におけるオゾン観測値と化学輸送モデルによる計算値(Wild et al , 
2004) 

 
後方流跡線や気圧配置、各種大気汚染物質の観測結果から、2007年春の福

岡県で発生した注意報発令の高濃度は越境汚染の影響が大きいと推定され、

また、近年の福岡県における高濃度日（5 局以上で日最高 1 時間値が 80ppb
を超過）を、後方流跡線や気圧配置、NOX濃度や硫酸塩濃度など他項目の変

動などから推定される高濃度の主要因別に分類すると、アジア大陸からの移

流及び地域汚染が主要因と推定される日数はそれぞれ30％程度となっており、
近年では大陸からの移流の寄与が大きいと推定される日の割合が増加してい

るという報告もある(岩本ほか,2007a,2007b)。（図 2-22） 
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図 2-22 移流の寄与が大きいと推定される高濃度日の割合の経年推移(岩本ほか,2007b) 

 
このように、同程度の高濃度日においても国内の発生源による影響が大き

いケースや東アジアの越境輸送の影響が大きいケース、それぞれが複合的に

影響しているケースなど、様々な状況が考えられることや、[2.2.2]で述べた
ように、地域や季節によりそれらの影響量が大きく異なることから、今後、

より効果的な対策を検討する上で、詳細な実態の解明を進める必要がある。 
なお、図 2-21では我が国の遠隔地域（八方）の春季における各要因の定量

的な解析結果を紹介したが、我が国の都市域などでみられる夏季の高濃度出

現時の、日本の局所汚染由来による寄与、国内の他地域からの輸送による寄

与、大陸内越境輸送などの寄与を都市スケールで定量的に示した研究成果は

まだみられておらず、今後の研究課題といえる。 
また、大陸間輸送に関する解析についても、TF HTAPなどでモデルの相互

比較実験が進められているところであり、[TF HTAP,2007]の報告によると、
それぞれのモデルから得られた数値は地表オゾン濃度の季節サイクルは似た

傾向を示しているが、月平均値でみると、ある地域・季節においては大きな

変動があり、ばらつきがみられている。今後研究が進む中で、モデルによる

観測値の再現性を向上させることが望まれる。 
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３．今後の課題 
本報告書では、光化学オキシダント及び対流圏オゾン等に関して、今後必

要とされる調査研究や的確な対策等を明らかにするために、既存の科学的知

見について収集整理を行ってきた。 
今後、光化学オキダント対策を更に効果的・効率的に実施していくために

は、下記に示すような取組みが促進される必要がある。 

 
３．１ 調査研究・モニタリングの一層の推進 
（１）調査研究 
① 対流圏オゾンの濃度レベル上昇のメカニズムを解明するため、世界各地

のリモート地点における、成層圏オゾン降下、大陸内越境輸送、大陸間

輸送など、それぞれの寄与割合の定量的評価や､ソース・リセプターの研

究解明を推進する。 
② 光化学オキシダント濃度の上昇、光化学オキシダント注意報の発令地域

の広域化について、地域ごとのより詳細な要因分析を実施する。 
③ 予測モデルの更なる精度の向上を図るため、オゾンの輸送・拡散・反応・

沈着過程のモデリングの精緻化、モデルの相互比較及びフィールド観測

データによる検証を通じた予測モデルの改良を図る。 
④ 全球スケール、領域スケール、都市スケールなどそれぞれのスケールに

おいて観測値の再現などの評価を行い、精度を検証した上で、大小スケ

ール間の相互作用を予測できる都市からグローバルまでの統合モデルシ

ステムを確立する。 
（２）モニタリング 
① 今後の対策検討・効果検証のため、光化学オキシダントをより高い精度

で測定するための方策を検討する。また、VOCのリアルタイム測定やア
ルデヒド類、植物起源の成分等、知見が不足している項目の観測結果の

収集を進める。 
② 地方自治体において、定員の削減、知識や経験の豊かな技術者の退職な

どが問題となっていることを踏まえ、適正な大気環境常時監視システム

の維持を図る。 
 

３．２ 国内における削減対策等の更なる推進 
（１）削減対策 
① 平成 22年度までに、固定発生源からの VOC排出量を平成 12年度比で 3
割程度抑制することを目標とした対策が現在進められており、この対策

を着実に実施する。 
② 地域ごとの調査や高精度の予測モデルによる解析等を踏まえ、科学的根
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拠に基づくより効果的な対策のあり方を検討する。 
（２）排出インベントリ 
① 人為起源と自然起源の双方について、NOX及び VOCに係る排出インベン
トリを整備・更新する。 

② その際、VOCの発生源のうち情報が少ない工事車両、農業関係、空港施
設、港湾施設等に関する排出量データ等を把握するよう努める。 

③ また、VOCは物質により反応性が異なるため、削減効果をシミュレーシ
ョンで検証する上で不可欠な VOC組成の把握に努める。特に VOCの組
成別排出インベントリを観測データによって検証する。 
 

３．３ 国際的な取組の推進 
① 本件の国際的な重要性を東アジア近隣諸国において共有し、政府間での

共通認識に立った政策対話が進められているところであるが、光化学オ

キシダント対策に関する大臣合意に基づき、オゾン汚染メカニズムの解

明や共通理解の形成に資するよう、既存の調査結果の共有など科学的な

研究について国際協力を推進する。さらに、光化学オキシダントの測定

に関する能力開発、人材育成など、一層の協力を推進する。 
② 特にアジアにおいては、オゾンの観測体制が不十分であることから、ア

ジア諸国との協力の下、EANETの枠組みにおけるオゾンモニタリングの
実施を推進する。その際、開発途上国においても導入可能なオゾン簡易

測定方法を検討し、普及を図る。 
③ 各国国内の大気汚染問題の改善のためにも、大気保全対策に関する近隣

諸国との協力を推進する。 
特に、発生源対策として大気汚染物質と温室効果ガスを一体的に削減す

るコベネフィット対策を活用することによる近隣諸国との協力を推進す

る。 
④ 半球規模での大気汚染物質の大陸間輸送の存在が明らかとなっているこ

とから、大気汚染物質の半球規模輸送に関するタスクフォース（TF 
HTAP）等の地球規模の国際的な枠組みとの協力方策を検討する。 
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検討会の開催状況 

 

○第１回 平成１９年(2007 年)７月２６日 

・光化学オキシダント・対流圏オゾン検討会について 

・光化学オキシダント及び対流圏オゾンの状況 

・光化学オキシダント及び対流圏オゾンに係る最近の知見 

・検討会における検討事項について 

 

○第２回 平成１９年(2007 年)９月２６日 

・光化学オキシダント及び対流圏オゾンに係る最近の調査研究について 

・光化学オキシダント及び対流圏オゾンに係る最近の取組等について 

・光化学オキシダント及び対流圏オゾンに係る知見の整理について 

・今後必要とされる調査研究等の方向性について 

 

○第３回 平成１９年(2007 年)１０月２９日 

・平成１９年度光化学オキシダント・対流圏オゾン検討会報告書素案につい

て 
 

 

○第４回 平成１９年(2007 年)１２月２０日 

・国際的な取組の最近の動向について 

・平成１９年度光化学オキシダント・対流圏オゾン検討会報告書案について 
 

 


